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あらまし 急速な情報通信技術の発達に伴い、我々の

日常生活には大きな変化が生じている。特にインター

ネットや SNS の普及に伴い、例えば、買い物行動や

人的交流などの多くは、実際の都市空間から情報通信

技術が提供するサイバー上の空間に移行が生じている。

このことは長い年月をかけて構築されてきた実際の都

市空間にも大きな影響を及ぼしつつある。特に地域が

これら情報通信技術をうまく使いこなすことによって、

地域再生の弾みとすることが期待されるが、実態はま

だ必ずしもそうなっていない。例えば、地域によって

は単にサイバー空間上のネットショッピングに顧客を

奪われただけではないかという声もある。また、従来

から続く都市政策としては、中心市街地対郊外という

図式のもとでしか地域再生策が講じられていない場合

が多い。このため、一般に各都市は中心鉄道駅周辺な

どに重点的に投資して地域再生しようとしているが、

サイバー空間の存在が念頭にないため、将来展望から

見て全く的外れな対応となっている可能性も否めない。

本研究ではこのような現状に対し、まず従来の都市内

での買い物行動がどうネット上にシフトするか、その

現状を独自の調査を通じて明らかにした。また実際の

都市空間の広がりの中で、サイバー化の影響がどこに

現れるかを Facebook におけるチェックイン行為を解

析することで明らかにした。 

 

１．はじめに 

筆者は、もとは都市交通計画を専門としており、そ

の整備発達が都市空間にどのような影響を及ぼすかを

研究テーマの一つとしてきた。高速鉄道など新しい交

流インフラの整備効果評価のための公式マニュアルの

作成などにも携わってきた。それらの取り組みの中で、

新たな交流インフラをうまく活用できるかどうかが、

地域の成否を分ける事例を数多く目の当たりにしてき

た。一方、新たな情報通信技術に支えられたインター

ネットや SNS は、形を変えた交流インフラである。

ちなみに、2011年度からの 5年間でのネットショッピ

ングの市場規模だけに着目しても、年平均成長率

10.0%程度で着実に拡大することが予測されている。

このような変化をうまく活用できるかどうかで地域の

成否が分かれると言う点で、情報通信技術は高速鉄道

などの既存交通インフラと何ら違いはない。しかし、

そのことがまだ十分社会的に認知されていない状況に

ある。また、そのような影響がどこにどのように表れ

るかということについて、誰も確かな情報を持ち得て

いない。 

以上のような背景のもとで、今後の地域再生を考え

る上で、インターネットや SNS などの新しい情報通

信技術がどのような意義を持つか、具体的な個人の意

識や行動に関する調査に基づいて明らかにすることを

本研究の目的とする。なお、情報通信技術が正当に評

価され、その社会的地位を今後更に確立していくため

には、そのプラスの面だけを見せるのは得策とは言え

ない。本研究では実際の都市空間がインターネットや

SNSの発達に伴って受ける影響という観点から、プラ

スマイナスの両面について今後の議論が可能となるよ

う、客観的事実を提示することに特に配慮した。 
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２．関連する研究動向 

情報通信技術が既存の都市空間に影響を及ぼすとい

う発想を世界で最初に明示的に提示したのは、1980

年代後半カリフォルニア大バークレイ校の地域開発研

究所所長であった Hall教授である[1]。当時はまだ fax

が主流で、インターネットも知られていない時代であ

った。筆者は博士取得直後、1990年から 91年まで同

研究所の同教授や Castells 教授[2]の元で客員研究員

として共同研究を行う機会を得た。その後、ようやく

ネットショッピングが知られはじめた頃、国内で最初

にその影響研究を実施している[3]。最近になって、実

空間と情報通信技術の対応関係についても着目されは

じめたが[4][5]、筆者らが取り組んでいるような情報通

信技術が都市の持つ構造自体を本質的に変化させてし

まうという視点にたつ取り組みは他には存在しない。 

 

３．研究の内容 

本研究では、関連研究調査、Webを通じた調査、直

接のアンケート調査、多変量統計解析、GIS分析等を

通じ、下記のような多角的な取り組みから、地域再生

と情報通信の関係性に言及している。 

 

１）実空間からサイバー空間への行動移行特性の分析 

２）サイバー空間への行動移行に伴う実空間への影響

分析 

３）ネットに配慮した実空間再生計画の吟味 

 

以下では、そのそれぞれについて簡潔に結果と考察

をまとめる。 

 

４．実空間からサイバー空間への行動移行特性の分析 

ここでは実空間からサイバー空間への行動移行の中

で、最も実空間へのインパクトが大きい買い物行動（ネ

ットショッピング）を対象に実施した分析結果につい

て提示する。具体的には、茨城県南地域に居住する goo

リサーチ会員に対し、Webを通じてどのような商品を

最近サイバー空間（ネットショッピング）でどのよう

な理由で購入するようになったか、またネットショッ

ピングすることによってその商品を実空間上で購入し

なくなったかどうかを調査した。なお、本研究では、

この後者の「単に商品を購入しただけでなく、実空間

でその商品を購入しなくなった」という変化のことを

「移行」と呼んで定義する。 

まず、ネットショッピングで購入しはじめた商品の

購入理由を図 1に整理する。この結果より、ネットだ

と何時でも購入できる、ネットだと商品の数・種類が

多い、ネットだとレビューなどで評価が確認できる、

ネットだと価格が安いといった項目が理由として該当

する割合が高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一方で、調査結果に数量化理論Ⅱ類を適用すること

で、図 2に示す通り、その移行要因をあわせて定量的

に明らかにした。この結果から、ネットショッピング

での購入形態へと適応が見られる商品（ダウンロード

商品やネットショッピングでないとバラ売りで購入で

きない商品）や従来の実スペースでの買い物行動にお

ける短所（持ち運びに不便など）等を克服することで

移行が進展しているものが多い事が読み取れる。なお、

ネットショッピング限定の商品は実空間から代替され

たわけではないので、移行には該当するとはいえない。 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(a)ネットだと価格が安い

(b)ネットだとバラ売り

で購入できる

(c)ネットだと一度に

大量に購入できる

(d)ネットだと購入の

方法が分かりやすい

(e)ネットだと数・種類が多い

(f)ネットだとレビューなどで

評価が確認できる

(g)ネットだと何時でも購入で

きる

(h)ネットでないと持ち運びが

困難である

(k)自宅近くに購入できる

店舗がない

(m)地方特産の商品である

N=281
とても当てはまる 全く当てはまらない

あまり当てはまらない

どちらともいえない

少し当てはまる

図１ ネットショッピングで購入し始めた商品の購入理由 
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N=37

N=49

N=79
N=243

(a)日常的に購入する
商品や日用品である

(b)茨城県では購入
できない商品である

(c)ダウンロード商品である

(d)ネットショッピングでないと，
ばら売りで購入できない商品である

(e)地域特産の商品
（北海道のカニなど）である

(f)外国でしか取り扱っていない
商品である

(g)宅配業者にお願い，もしくは
自動車がないと運べない

商品である

(h)ネットショッピング限定の商品である

(i)贈り物（お土産やプレゼントなど）
として購入した商品である

(j)ネットショッピングで購入すると
価格が安い商品である

(k)ネットの閲覧中に衝動的に
購入した商品である

(l)お店で商品を確認してから，
ネットショッピングで購入した

商品である

(m)お店では見た事がない商品である

(n)購入したサイトは，ネットでたまたま
見つけたサイトである

年齢

職種

性別

自由に使える車の有無

居住地のモビリティ環境

-1.5 -1.0 -0.5 0.0 0.5 1.0 1.5

N=408 相関比：0.249 的中率：81.4% 軸の重心：-1.145(非代替)，0.217(代替)

※：1段目：とても当てはまる，2段目：まあ当てはまる，3段目：あまり当てはまらない，4段目：全く当てはまらない

65歳～

女性

25歳～44歳
45歳～64歳

～24歳

男性

有り
無し

職業有り（兼業/有職

学生
無職

主婦・主夫

駅徒歩圏
駅徒歩圏外

N=7

N=14

N=40
N=347

N=42

N=53

N=98
N=215

N=12

N=6

N=30
N=360

N=5

N=16

N=17
N=370

N=5

N=4

N=27
N=372

N=22

N=37

N=45
N=304

N=17

N=22

N=22
N=347

N=15

N=11

N=19
N=363

N=125

N=138

N=48
N=97

N=17

N=44

N=81
N=266

N=34

N=49

N=68
N=257

N=226

N=182

N=70

N=75

N=60
N=203

N=30

N=69

N=73
N=236

N=32

N=225

N=127
N=24

N=366

N=42

N=79

N=329

N=256

N=85

N=31
N=36

移行非移行

※

図２ 商品の特徴に着目した移行に関する要因分析結果 
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また、若い人、車のある人、駅近くに居住している人

など、その行動特性上アクティブな人ほど移行特性が

強い（一度ネットショッピングに転換すると実空間に

戻りにくい）ことが示された。なお、図 1からは、価

格が安いということがネット上での買い物行動を促進

していることが明らかになったが、図 1 を見る限り、

安かったからと言ってその商品購入が以降もネット上

に移行しているわけではない。しかし、ネット上でた

またま見つけて購入したものは、以降実空間上で購入

されなくなる場合が少なくないことも示された。地域

再生の一環として、一部の商店街ではネット上での仮

想商店街を新たに整備するケースも見られる。その際

は、このようなサイバー空間への買い物行動の移行特

性を踏まえ、実空間上に何を残し、何をネット上へと

重点化するかについて、戦略的な判断が求められる。 

 

５．サイバー空間への行動移行に伴う実空間への 

影響分析 

本の購入がネット上に移行したから実空間では本屋

だけが影響を受けるかというとそうではない。実空間

上では一般に人は複数の強弱のある目的を一連の行動

上にまとめ、最も効率的になるような動きを模索する。

たとえば、本を買いに出るときについでに薬屋とパソ

コンショップにより、最後に外食をして帰るといった

動きである。この一連の行動の中で、本研究ではその

ために外出行動を行ったという肝になる目的の事を

「アンカー」と定義する。また、付随的に行われた目

的を「フロート」と定義する。ここでのポイントは、

アンカーとなる行動が実空間からネット空間へと転換

すれば（本をネットショップで購入）、付随していたフ

ロート行動のためにはまち中に出ようとは考えず、上

記したような外食も含め、一連の行動すべてが消失す

るおそれがあるということである。このように実空間

とサイバー空間の間で転換される行動は単に一対一と

なっているのではなく、一定の変換法則が存在し、地

域再生策検討の際にはそれを把握しておく必要がある。 

以下では、まずこの変換方法を表現する数式を提示

することで、影響分析の方法論を提示する。ここでは、

このような行動間の遷移関係を表現する手法として、

マルコフ過程の発想を取り入れ、まち中での行動間の

連鎖関係を表現するツールとして行動連鎖表を新たに

提案し、その定式化を（式１）に示す。同様に、アン

カー値を（式２）より、フロート値を（式３）より算

出する。 

iijij nnX          （式１） 


j

iji XA         （式２） 

  









i i

iiijj nnXF   （式３） 

ijX ：行動 iを主目的とする際、付随して行動 jを行う

人の割合 

ijn ：行動 iを主目的とする際、付随して行動 jを行う

人数 

in ：行動 iを主目的とする人数 

iA ：行動 iを主目的とする際、付随して行う行動回数 

jF ：付随して行動 jを行う人の割合 

 

アンケート調査の結果を用いて、上記理論に基づい

て実態の解析を行ったところ、特に、衣類や日用雑貨・

小物・アクセサリー購入を主目的にまち中へ出かけた

場合、他の様々な行動が付随する可能性が高かった。

また、書籍・雑誌、衣類を扱う店舗への訪問が、他の

行動のついでに行われる場合が多いことも明らかにな

った。さらに、先述したネットショッピングの実態分

析と重ね合わせることにより、活動相互の関連性も考

えた形で個人の実空間上での買い物行動が、どれだけ

サイバー空間へと代替したか、また、逆向きの実空間

への補完は生じ得るのかということを明らかにした。

なお、ここで言う補完とは、ネット上で確認した品物

を実空間で購入する行為のことを指している。この結

果、サイバー空間を通して実空間上での購買行動を代

替した経験を持つ者が55.2%に上っている一方、補完

した経験を持つ者は26.6%に留まっていることが明ら

かになった。サイバー空間が明らかに実空間の買い物

活動を吸い上げているという構図が見て取れる。一方

で、補完経験者の一人当たり補完頻度（7.3回/年）は、

代替経験者の一人当たり代替頻度（5.15回/年）よりも

高く、ネットで見て、まち中で購入するという行為を

行う者は数は少ないが、その頻度は高いということが
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明らかになった。 

 

６．ネットに配慮した実空間再生計画の吟味 

最後に、現在都市計画で考えられている地域再生計

画が、はたしてインターネットや SNS などの新しい

情報通信技術を的確に配慮しているといえるのか、実

際の都市計画との対応を見ることでその吟味を行った。

具体的にはわが国の規模や特性の異なる 35 の都市を

対象に、SNSとして世界で最もユーザ（11億人以上）

が多い Facebook が有するチェックインという機能に

着目し、その量、質、分布が実際の都市空間の中でど

のような実態になっているかを地点（スポット）ベー

スで解析した。チェックインはわざわざその場所で登

録を行う行為であるため、仲間で共有したい特別な事

を伝える意味のあるスポットで実施されると考えられ

る。毎日日常的な買い物を行うスーパーマーケットで

この機能が活用されるとは考えにくい。このため、サ

イバー時代における都市の魅力ある交流スポットを表

象する分析対象としてこのチェックインスポットはふ

さわしいものの一つであり、また誰でもこの客観的情

報を得ることができる汎用性の高い情報でもある。 

一方、現在わが国の各都市の地域再生は、国の方針

でコンパクトなまちづくりがその考え方の中心となっ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ている。すなわち、これは都心駅などの中心ターミナ

ル周辺を重点的に整備しようというものである。本研

究では、対象都市の計画が記載されているマスタープ

ランをすべて取り寄せて読み通し、地域再生の核とし

て指定されている都市拠点をすべて洗い出した。そし

て、空間的にその場所の範囲をそれぞれの対象都市に

おいて明確化した。 

分析の結果、チェックインスポットおよびチェック

イン数の量、質、分布は都市によって実に千差万別で

あることが解明された。たとえば横浜市であれば、中

華街が 65,344 チェックイン数、千葉市であれば幕張

メッセが 46,279 チェックイン数でそれぞれの都市で

現在までの累積チェックイン数が最も多い施設となっ

ている。一方で、たとえば衛星都市である春日井市の

チェックイン数最上位施設は中部大学 13,376 件であ

る。ちなみに横浜市のチェックイン数第 10 位の施設

は山下公園 11,469件なのに対し、春日井の 10位は個

人の医療施設で 342件しかチェックインがなされてい

ない。このように、衛星都市や地方都市になると、チ

ェックインポイントの数やそこでチェックインされる

数自体が小さい値になっているのが現状である。  

参考までに、春日井市内の上位 100のチェックイン

スポットの分布を図 3に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ 春日井市における都市拠点とチェックインスポットの対応関係 
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この図には、春日井市が計画している都市拠点もあ

わせて提示している。一見してわかることは、チェッ

クインスポットの分布と計画上の都市拠点が空間的に

一致していないことである。他の対象都市においても、

同様の空間的分布の検討を行ったところ、熊本や金沢

などの一定規模以上の地方都市で、かつ魅力ある観光

施設が都心周辺に多く分布している都市においては、

計画された拠点とチェックインスポットの分布が一致

するケースが多かった。特に金沢では、人口規模の割

にチェックイン数が多い施設が少なくない。例えば、

兼六園 6,879 件、金沢 21 世紀美術館 6,527 件などが

その例であり、市外からの観光客が主にチェックイン

行為を行っていると考えられる。また、熊本のように

都心の百貨店が第 2位としてランクインしているとこ

ろもあり、これら地方都市では都心の施設を中心にチ

ェックイン行為がかなり活発に行われているといえる。

一方で、先述した春日井市のような衛星都市や、人口

規模の小さな地方都市においては、チェックインスポ

ットの数自体が少なかったり、また、地域再生の核と

して考えられている都市拠点から外れていたりするケ

ースが多かった。今後の地域再生に割くことのできる

予算は、どの自治体も限られているため、両者の対応

関係を見ながら、今後の地域再生のための投資のあり

方を考える必要がある。 

 

７．おわりに 

本研究の結果より、地域再生などのまちづくりや都

市計画の中において、情報通信技術が及ぼす影響をま

だ十分に咀嚼できているとはいえないことが明らかに

なった。特に、都市空間を改善していくうえで、既存

の「都心」対「郊外」という狭い枠組みだけにとらわ

れることなく、「実空間」対「サイバー空間」という視

点で、なおかつ、両者がお互いのメリットを引きだせ

るような工夫が重ねられていくことが望ましい。特に、

自治体の都市計画担当部署に情報通信技術に十分な専

門的知識を持ち、それを社会的な側面から活用できる

人材を登用することも必要である。また、情報通信技

術の専門分野においても、単なるハードウェア、ソフ

トウェア開発を超え、その変革を社会の中でデザイン

できる専門家の育成が求められる。 

最後になったが、6 章の分析実施においては、筑波

大学大学院（現在 NTT 西日本勤務）の肥後洋平氏の

協力を得た。記して感謝を申し上げたい。 
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